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社
会
文
教
委
員
会
は
１１
月
２８

日
、
東
京
・
全
国
都
市
会
館
で
第

１
４
５
回
委
員
会
を
開
催
し
た
。

当
日
は
議
長
交
代
に
よ
り
委
員

長
が
欠
員
と
な
っ
て
い
た
た
め
、

委
員
長
の
補
欠
選
任
が
実
施
さ
れ

る
ま
で
の
間
、
小
野
敏
雄
・
副
委

員
長
（
留
萌
市
）
が
議
事
を
進
行

し
た
。
補
欠
選
任
で
は
選
考
の
結

果
、
委
員
長
に
山
内
弘
一
・
柏
市

議
会
議
長
が
就
任
し
た
。

会
議
で
は
▽
地
域
医
療
施
策
▽

保
健
衛
生
施
策
等
▽
医
療
保
険
制

度
▽
介
護
保
険
制
度
▽
少
子
化
対

策
等
▽
雇
用
対
策
▽
社
会
福
祉
施

策
▽
環
境
保
全
施
策
▽
文
教
施
策

―
の
９
項
目
か
ら
な
る
要
望
を
決

定
。
こ
の
要
望
は
、
１１
月
８
日
開
催

の
第
９３
回
評
議
員
会
で
、
各
部
会

よ
り
提
出
さ
れ
た
要
望
項
目
を
加

味
し
、
取
り
ま
と
め
ら
れ
て
い
る
。

会
議
終
了
後
に
は
、
山
内
弘
一

・
委
員
長
、
小
野
敏
雄
・
副
委
員

長
が
、
文
部
科
学
省
大
臣
官
房
の

田
中
敏
・
総
括
審
議
官
、
環
境
省

の
鈴
木
正
規
・
大
臣
官
房
長
に
相

次
い
で
面
談
し
要
望
し
た
ほ
か
、

関
係
各
方
面
へ
要
望
書
を
提
出
し

た
。
各
委
員
も
地
元
選
出
の
国
会

議
員
を
中
心
に
、
要
請
活
動
を
展

開
し
た
。

な
お
当
日
は
、
厚
生
労
働
省
保

険
局
国
民
健
康
保
険
課
の
渋
谷
亮

・
国
民
健
康
保
険
指
導
調
整
官
、

同
省
雇
用
均
等
・
児
童
家
庭
局
総

務
課
の
黒
田
秀
郎
・
少
子
化
対
策

企
画
室
長
が
、
そ
れ
ぞ
れ
所
管
事

項
に
つ
い
て
説
明
し
た
。

地
方
制
度
調
査
会
は
１１
月
２９
日
、
東
京
・
全
国
都
市
会
館
で
第
２４

回
専
門
小
委
員
会
を
開
催
し
、
大
都
市
制
度
に
つ
い
て
の
中
間
報
告

素
案
を
ま
と
め
た
。
委
員
会
で
は
年
内
の
取
り
ま
と
め
を
目
指
す
。

【
中
間
報
告
・
具
体
的
な
方
策
】

▽
指
定
都
市
制
度
�
�
二
重
行
政
の

解
消
を
図
る
た
め
の
見
直
し
�
住
民

自
治
を
強
化
す
る
た
め
の
見
直
し
▽

中
核
市
・
特
例
市
制
度
�
�
両
制
度

の
統
合
�
都
道
府
県
か
ら
の
事
務
移

譲
�
住
民
自
治
の
拡
充
�
地
方
の
拠

点
で
あ
る
中
核
市
・
特
例
市
の
役
割

の
強
化
▽
都
区
制
度
�
�
都
か
ら
特

別
区
へ
の
事
務
移
譲
�
特
別
区
の
区

域
の
見
直
し
�
都
区
協
議
会
�
住
民

自
治
の
拡
充

素
案
で
は
、
大
都
市
制
度
を
め

ぐ
る
現
状
と
課
題
を
説
明
す
る
と

と
も
に
指
定
都
市
制
度
、
中
核
市

・
特
例
市
制
度
な
ど
市
の
現
状
と

具
体
的
な
方
策
が
提
示
さ
れ
た
�

２
・
３
面
に
抜
粋
掲
載
。

地
制
調
で
議
論
さ
れ
て
き
た

「
新
た
な
大
都
市
制
度
」
の
項
で

は
、
２４
年
８
月
に
成
立
し
た
「
大

都
市
地
域
に
お
け
る
特
別
区
の
設

置
に
関
す
る
法
律
」
の
制
定
に
伴

い
、
税
源
配
分
や
財
政
調
整
な
ど

特
別
区
を
設
置
す
る
際
の
留
意
点

を
挙
げ
た
。

特
別
市
（
仮
称
）
の
検
討
で
は
、

「
二
重
行
政
」
の
解
消
で
大
き
な

意
義
が
あ
り
、
更
に
検
討
す
べ
き

課
題
が
あ
る
と
し
た
�
詳
細
は
総

務
省
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
参
照
。

政
府
は
１１
月
３０
日
に
「
地
域
主

権
推
進
大
綱
」
を
閣
議
決
定
し

た
。
同
大
綱
は
今
後
２
〜
３
年
を

見
据
え
た
国
、
地
方
間
の
諸
課
題

に
対
す
る
取
組
方
針
を
示
し
た
も

の
。
課
題
で
は
▽
義
務
付
け
・
枠

付
け
の
見
直
し
と
条
例
制
定
権
の

拡
大
▽
基
礎
自
治
体
へ
の
権
限
移

譲
▽
地
方
税
財
源
の
充
実
確
保
▽

地
方
自
治
制
度
の
見
直
し
―
な
ど

９
項
目
が
列
挙
さ
れ
た
。

う
ち
、
義
務
付
け
・
枠
付
け
の

関
係
で
は
、
第
１
次
一
括
法
、
第

２
次
一
括
法
の
円
滑
な
施
行
を
求

め
た
。
ま
た
、
義
務
付
け
・
枠
付

け
を
新
設
す
る
場
合
は
必
要
最
小

限
に
と
ど
め
る
こ
と
と
し
、
必
要

に
応
じ
地
域
主
権
戦
略
会
議
が
意

見
を
述
べ
る
こ
と
と
し
た
。

地
方
税
財
源
の
充
実
確
保
に
つ

い
て
は
、
２４
年
度
税
制
改
正
大

綱
、
社
会
保
障
・
税
一
体
改
革
の

方
向
性
に
沿
っ
て
、
地
方
税
財
源

の
充
実
確
保
を
推
進
す
る
こ
と
と

し
た
。
地
方
交
付
税
に
つ
い
て

は
、
地
方
の
安
定
的
な
財
政
運
営

に
必
要
と
な
る
一
般
財
源
総
額
を

適
切
に
確
保
す
る
こ
と
と
し
た
�

本
紙
４
・
５
面
に
地
域
主
権
推
進

大
綱
の
概
要
を
掲
載
。

（昭和３６年１２月２０日第三種郵便物認可）

第1853号１２月１５日平成24年
（2012年）

大都市制度で
素案まとめる
地制調の専門小委

地地
域域
主主
権権
でで
大大
綱綱
決決
定定
政府

９９
項項
目目
のの
要要
望望
決決
定定
しし
活活
動動

本
会
の
社
会
文
教
委
員
会

鈴木正規・環境省大臣官房長に対し要望

山内弘一・社会文教委員長
（柏市）

小
野
敏
雄
・
副
委
員
長
（
留
萌

市
）
が
あ
い
さ
つ

（１） 平成２４年１２月１５日 第１８５３号



年の特別職とし、任期中の解職や再任も可能とすることを検討すべき。また、区長を公選とす

べきかどうかについても引き続き検討。

○ また、現在、区には区の事務所の長（区長）、区の選挙管理委員会、区会計管理者を置くこ

ととされているが、これに加え、現行の教育委員会制度を前提とする場合には、小中学校の設

置管理等をできる限り区で処理できるようにする観点から、条例で、区に教育委員会や区単位

の市教育委員会の事務局を置くことを可能にすることを検討すべき。区の教育委員会等は、小

中学校の設置管理など、必ずしも市で一体的に処理する必要がない事務のうち条例で定めるも

のを処理することすることを検討すべき。

○ 以上のような区の役割の強化に併せて、区を単位とする住民自治を強化すべき。特に区単位

の議会の活動を推進するため、市議会内に区選出市議会議員を構成員とし、一又は複数の区を

単位とする常任委員会を置き、区長の権限に関する事務の調査や区に係る議案、請願等の審査

を行うこととすることを検討すべき。

２．中核市・特例市制度
（１）中核市・特例市制度の現状 （略）

（２）具体的な方策
�両制度の統合
○ 人口２０万以上であれば保健所を設置することにより中核市となるという形で、中核市・特

例市の両制度を統合することにより、一層の事務の移譲を可能とすることを検討すべき。

�都道府県からの事務移譲
○ 今後、都道府県から中核市・特例市に移譲すべき事務としては、例えば児童相談所の事務な

どが考えられるが、中核市・特例市が多種多様である現状を踏まえると、一定の事務の移譲は

法令で行うが、その他については条例による事務処理特例制度を活用することについて検討す

べき。

○ 条例による事務処理特例制度により都道府県から中核市・特例市に事務の移譲を行う際に

は、両者間で適切に協議が行われ、事務処理に必要な財源が適切に措置されることにより、各

市の規模・能力や地域の実情に応じた事務の移譲が行われるべきもの。

○ しかしながら、移譲事務の内容については都道府県の意向が強く反映されているのではない

か、また、事務移譲に伴う財源措置が不十分なのではないかとの懸念も存在するため、その運

用のあり方について、引き続き検討。

�住民自治の拡充
○ 中核市・特例市においても住民自治の拡充は重要な視点であり、地域自治区等の仕組みを地

域の実情に応じて活用することについて検討すべき。

○ 中核市・特例市の市議会議員の選挙区は、指定都市が区ごととされているのに対して、特に

条例で選挙区を設けない限り市域全体。より地域に密着し、住民との結び付きの深い市議会議

員を選出する観点から、選挙区を設けるべきかどうか、引き続き検討。その際には、選挙区の

設定方法をどのように考えるかといった視点が必要。

�地方の拠点である中核市・特例市の役割の強化
○ 中核市・特例市のうち、地方の拠点である都市については、周辺市町村と適切な役割分担を

行い、圏域全体の連携を進めるため、定住自立圏の考え方が有効。このような中枢的な都市の

担うべき役割とそれに伴う財政措置について検討すべき。

○ 定住自立圏の中心市と周辺市町村との間の柔軟な連携の仕組みについて、制度化する方法を

基礎自治体についての議論と併せて検討。

３．都区制度
（１）都区制度の現状 （略）

（２）具体的な方策 （略）

�．新たな大都市制度
１．特別区の他地域への適用
（１）大都市地域特別区設置法の制定 （略）

（２）具体的な留意点 （略）

２．特別市（仮称）
（１）特別市（仮称）を検討する意義 （略）

（２）特別市（仮称）について更に検討すべき課題 （略）

（３）当面の対応 （略）

３．大都市圏域の調整 （略）

第１８５３号 平成２４年１２月１５日 （２）（第三種郵便物認可）全 国 市 議 会 旬 報



平 成 ２４ 年 １１ 月 ２９ 日
地制調第２４回専門小委資料

大都市制度についての中間報告（素案）の抜粋

�．大都市等をめぐる現状と課題 （略）

�．現行制度の見直し
１．指定都市制度
（１）指定都市制度の現状 （略）

（２）具体的な方策
�「二重行政」の解消を図るための見直し
（事務移譲及び税財源の配分）

○ 指定都市と都道府県との「二重行政」の解消を図るためには、まず、法定事務を中心に、都

道府県が指定都市の存する区域において処理している事務全般について検討し、指定都市が処

理できるものについては、できるだけ指定都市に移譲し、同種の事務を処理する主体を極力一

元化することが必要。

○ 都道府県から指定都市に移譲する事務としては、都市計画と農地等の土地利用の分野や、福

祉、医療分野、教育等の対人サービスの分野を中心として検討すべき。

○ その際、少なくとも、県費負担教職員の給与負担や、都市計画区域の整備、開発及び保全の

方針に関する都市計画決定など、地方分権改革推進委員会第１次勧告によって都道府県から指

定都市等へ移譲対象とされたにもかかわらず移譲されていない事務は移譲することを基本とし

て検討を進めるべき。

○ 事務の移譲により指定都市に新たに生じる財政負担については、適切な財政措置を講じる必

要があり、県費負担教職員の給与負担等まとまった財政負担が生じる場合には、税源の配分も

含めて財政措置のあり方を検討すべき。

（指定都市と都道府県の協議会）

○ これまで言われてきた「二重行政」を解消するためには、このような事務の移譲及び税財源

の配分に加え、指定都市と都道府県が公式に政策を調整する場を設置することが必要。このた

め、任意事務を中心に指定都市と都道府県が同種の事務を処理する場合等に適切に連絡調整を

行う協議会を設置し、協議を行うことを制度化し、公の施設の適正配置や効率的・効果的な事

務処理を図ることを検討すべき。

○ 協議会においては、例えば、都道府県による指定都市の区域内における公の施設の設置や指

定都市と都道府県が処理している同種の事務のうち指定都市又は都道府県が協議を求めた事項

等について協議することとすることを検討すべき。また、例えば、指定都市と都道府県が処理

している同種の事務のうち協議会で定めたものについてお互いに処理状況を報告することとす

ることを検討すべき。

○ 協議会の構成員としては、指定都市と都道府県の執行機関・議会が共に参画することが協議

の実効性を高める上で重要。例えば、会長は市長又は知事とし、委員は、市長又は知事と各議

長を充てるほか、その他の議員又は職員から選任することを検討すべき。

○ 協議会における協議が調わない事項が生じた場合には、現行制度上、自治紛争処理委員によ

る調停を利用することが可能。しかしながら、調停は全ての当事者が受諾することが必要であ

るため、それでも解決が見込まれない場合を想定した何らかの新しい裁定等の仕組みを設ける

ことを検討すべき。

�住民自治を強化するための見直し
○ 指定都市、とりわけ人口が非常に多い指定都市において、住民に身近な行政サービスについ

ては住民により近い単位で提供するとともに、住民がより積極的に行政に参画しやすい仕組み

を構築するため、区の役割を拡充することを検討すべき。

○ 区の役割を拡充する方法としては、まず、条例で、市の事務の一部を区が専ら所管する事務

と定めることを検討すべき。また、区長が市長から独立した人事や予算等の権限、例えば、区

の職員の任命権、歳入歳出予算のうち専ら区に関わるものに係る市長への提案権、市長が管理

する財産のうち専ら区に関わるものの管理権などを持つこととすることを検討すべき。

○ このように、区長に独自の権限を持たせる場合には、現在は一般の職員のうちから命ずるこ

ととされている区長について、例えば副市長並みに、市長が議会の同意を得て選任する任期４

（３） 平成２４年１２月１５日 第１８５３号（第三種郵便物認可）全 国 市 議 会 旬 報



（ ）

第４ ひも付き補助金の一括交付金化

第５ 地方税財源の充実確保

第６ 直轄事業負担金の廃止

第７ 地方自治制度の見直し

第８ 自治体間連携等（道州制を含む）

第９ 緑の分権改革の推進（地域主権型社会を支える地域活性化の取組の推進）

�地方の自由度の拡大、効率的・効果的な財源の活用に向
け、制度の推進を図る。各年度の制度の検討に当たって
は、地方の意見を十分把握。可能な限り早期の地方への
情報提供。

�総額については、地方の安定的な財政運営や事業の着実
な執行に配慮し、今後、対象事業が拡大される場合等を
含め、所要額の適切な確保を図る。

�継続事業等に十分配慮しつつ、客観的指標に基づく配分
を拡大。
客観的指標に基づく配分の割合：平成２３年度対象事業分の２割

平成２４年度拡大事業分の１割

�事務手続の改善、添付書類の簡素化等を進め、国と地方
の負担軽減に努める。

�指定都市以外の市町村への導入等は、年度間変動等の課
題を踏まえつつ、地方の意見を聞きながら、引き続き検
討。

�平成２４年度税制改正大綱及び社会保障・税一体改革の
方向性に沿って、地方税財源の充実確保を推進。地方消
費税の充実と併せて、地方法人課税の在り方を見直すこ
となどにより、税源の偏在性が小さく、税収が安定的な
地方税体系を構築。

�地方交付税については、財源調整機能と財源保障機能が
適切に発揮されるよう、地方税等と併せ地方の安定的な
財政運営に必要となる一般財源総額を適切に確保。

●国と地方の役割分担や今後の社会資本整備の在り方等と
も整合性を確保しながら検討を行い、現行の直轄事業負
担金制度の廃止とその後の在り方について、平成２５年
度までの間に結論を得る。

●現在地方制度調査会で審議されている事項や地方行財政
検討会議等において引き続き検討することとされた事項
について検討を進める。

●市町村や都道府県相互の自発的な連携等の具体的な取組
が生まれてきたことも踏まえ、こうした連携等の形成に
対する支援の在り方を検討。

●「いわゆる「道州制」」については、様々な議論がなさ
れている中で、地域の自主的判断を尊重しながら、その
検討も射程に入れていく。

�事業化モデルの全国展開に向けた支援を実施し、地域か
らの日本再生の実現につなげる。

�定住自立圏構想の取組を一層充実し、圏域全体で必要な
生活機能の確保を図る。集落対策・過疎対策により条件
不利地域の自立促進を図る。

�効率的で災害に強い電子自治体の実現を図る。

●「地域自主戦略交付金」等の創設。

Ｈ２３年度 投資に係る補助金等につき
都道府県向け９事業を対象。

Ｈ２４年度 指定都市へ制度を導入。
対象事業を１８事業に拡大。
（６，７５４億円（※沖縄振興一括交付
金を含めると総額８，３２９億円））

�社会保障・税一体改革

引上げ分の消費税収の地方分
Ｈ２６．４～ ０．９２％
Ｈ２７．１０～ １．５４％

�一般財源の総額の確保

●維持管理に係る負担金制度を廃止。

�議会制度や議会と長との関係等に関す
る改正地方自治法成立（Ｈ２４．８）

�第３０次地方制度調査会（Ｈ２３．８～）
において大都市制度のあり方等につい
て審議

●関西広域連合の設立や九州等における
取組

�緑の分権改革モデル実証調査等を実施
し、改革に取り組む団体数が順調に増
加。

�定住自立圏構想の推進、過疎地域で主
体的に行われるハード事業、ソフト事
業に対する支援。

�自治体クラウドの取組の進捗
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第１ 義務付け・枠付けの見直しと条例制定権拡大

第２ 基礎自治体への権限移譲

第３ 国の出先機関の原則廃止（抜本的な改革）

地域主権推進大綱の概要
平成２４年１１月３０日閣議決定
内 閣 府 地 域 主 権 戦 略 室

�地域の実情に合った地方独自の条例の基準等先行する自
治体の情報提供を積極的に行う。

�第３次一括法案に盛り込まれた事項の実現を図る。

�地方分権改革推進委員会の第２次勧告のうち、これまで
の見直しで対象とならなかった事項等について、地方か
らの見直し提案を受けて、現在、第４次見直しにおいて
検討を進めている。

�今後の義務付け・枠付けの新設については、累次の勧告
等に基づき、必要最小限にすることとし、所管府省、総
務省においてチェックを行い、また、必要に応じて、地
域主権戦略会議が意見を述べる。事前情報提供制度への
適切な対応を図る。

�移譲事務の内容、留意点等を周知、助言するほか、所要
の財源措置等円滑な施行を図る。

�地方からの提案を受けて、現在、第４次見直しにおいて
検討を進めている。

�第３０次地方制度調査会における結論を踏まえ、都道府
県から指定都市、中核市、特例市及び特別区への事務の
移譲を図る。

アクション・プランを基本としつつ、以下の方針で取組を
推進。
�「国の特定地方行政機関の事務等の移譲に関する法律
案」及び「国の出先機関の事務・権限のブロック単位で
の移譲について」を閣議決定したところであり、引き続き
基礎自治体等の理解を得るための取組等も進めつつ、出
先機関の事務・権限のブロック単位での移譲を目指す。

�直轄道路・直轄河川は一都道府県で完結するものは原則
移管することを基本とし、個別協議に基づく移管の早期
実現に向け対象となり得る道路・河川を確認し積極的に
取り組む。

�ハローワークについて、一体的取組と「ハローワーク特
区」を進め、検証を行い、権限移譲を検討。

�一都道府県で完結する事務のうち関係府省が移譲できる
とする事務と全国知事会が先行的に移管を求める事務を
並行して検討。

�施設・公物設置管理の基準の条例委任
等を盛り込んだ第１次・第２次一括法
成立・施行（Ｈ２３．４～）

�職員等の資格・定数の条例委任等を盛
り込んだ第３次一括法案提出（Ｈ２４．３）

�都道府県の権限を市町村に移譲するた
めの第２次一括法成立・施行（Ｈ２３．
８～）

アクション・プランの策定（Ｈ２２．１２）

�出先機関の事務・権限のブロック単位
での移譲については、法案化作業を実
施。

�地方公共団体が特に移譲を要望してい
る事務・権限（直轄道路・直轄河川、
ハローワーク関係）については、検討
チームを設置し検討。

�ハローワークについて、国が行う無料
職業紹介等と地方公共団体が行う相談
業務等を一体的に実施する取組を進め
るとともに、移管と実質的に同じ状況
を作る「ハローワーク特区」（浦和、
佐賀）を開始。

���以外の一都道府県内で完結する事
務・権限についても、検討チームを設
置し検討。

【基本理念】地域主権改革は、地域のことは地域に住む住民が責任を持って決められるよう

にするための改革。住民に身近な基礎自治体を地域における行政の中心的な役割を担うもの

として位置付け、「補完性の原則」に基づき、国と地方が適切に役割を分担しながら、この

国の在り方を転換するもの。

今後の課題と進め方これまでの取組と成果等

（５） 平成２４年１２月１５日 第１８５３号（第三種郵便物認可）全 国 市 議 会 旬 報
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地
方
へ
地
球
温
暖
化
対
策
の
税
一
部
譲
渡
を

９９
月月
定定
例例
会会
のの
意意
見見
書書
・・
決決
議議
のの
状状
況況

こ
の
ほ
ど
本
会
で
は
、
９
月
定
例
会
の
「
意
見
書
・
決
議
の
議

決
状
況
」
を
ま
と
め
た
。
今
号
か
ら
上
・
下
の
２
回
に
分
け
、
各

議
会
の
議
決
状
況
を
掲
載
す
る
。
「
上
」
で
は
「
地
球
温
暖
化
対

策
に
関
す
る
『
地
方
財
源
を
確
保
・
充
実
す
る
仕
組
み
』
の
構
築
」

を
求
め
る
意
見
書
が
１
１
４
件
で
最
多
と
な
っ
た
。
こ
の
ほ
か
、

意
見
書
の
議
決
数
で
は
「
少
人
数
学
級
の
実
現
な
ど
義
務
教
育
関

係
予
算
」
が
１
０
１
件
、
「
脱
法
ド
ラ
ッ
グ
と
り
わ
け
脱
法
ハ
ー

ブ
に
対
す
る
早
急
な
規
制
強
化
等
」
が
６９
件
の
順
に
続
い
た
。

（上）

地
球
温
暖
化
防
止
に
向
け
た
温

室
効
果
ガ
ス
削
減
は
、
地
球
規
模

の
重
要
課
題
と
な
っ
て
い
る
。
意

見
書
で
は
課
題
解
決
に
向
け
「
地

球
温
暖
化
対
策
の
た
め
の
税
」
の

一
定
割
合
を
市
町
村
へ
譲
渡
す
る

仕
組
み
に
つ
い
て
、
早
急
に
整
備

す
る
よ
う
求
め
て
い
る
。

「
地
球
温
暖
化
対
策
の
た
め
の

税
」
は
同
対
策
推
進
の
た
め
、
平

成
２４
年
１０
月
１
日
よ
り
導
入
さ
れ

て
い
る
。
原
油
な
ど
全
化
石
燃
料

に
課
税
す
る
従
来
の
石
油
石
炭
税

の
仕
組
み
を
活
用
し
、
二
酸
化
炭

素
排
出
量
に
応
じ
税
率
を
上
乗
せ

す
る
�
右
表
参
照
。
３
年
半
を
か

け
段
階
的
に
税
率
が
引
き
上
げ
ら

れ
、
２４
年
度
は
約
３
９
１
億
円
、

２８
年
度
以
降
は
約
２
６
２
３
億
円

の
増
収
が
見
込
ま
れ
る
。
税
収
は

再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
普
及
・

促
進
な
ど
に
活
用
さ
れ
る
。

地
球
温
暖
化
対
策
で
は
「
省
エ

ネ
ル
ギ
ー
」
の
促
進
や
「
再
生
可

能
エ
ネ
ル
ギ
ー
」
の
活
用
に
よ
る

温
室
効
果
ガ
ス
削
減
の
ほ
か
、

「
森
林
」
の
役
割
に
大
き
な
期
待

が
寄
せ
ら
れ
て
い
る
。
我
が
国
は

京
都
議
定
書
に
基
づ
き
、
平
成
２４

年
ま
で
に
温
室
効
果
ガ
ス
を
平
成

２
年
比
６
％
減
と
す
る
削
減
値
が

義
務
付
け
ら
れ
て
お
り
、
う
ち
３

・
８
％
は
森
林
吸
収
源
で
確
保
す

る
予
定
と
し
て
い
る
。
森
林
の
整

備
・
保
全
に
取
り
組
む
市
町
村

へ
、
財
源
措
置
す
る
仕
組
み
が
不

可
欠
な
状
況
と
な
っ
て
い
る
。

○
石
油
石
炭
税
に「
地
球
温
暖
化
対
策
の
た
め
の
課
税
の
特
例
」を
設
け
、
Ｃ
Ｏ
２

排
出
量
に
応
じ
た
税
率
を
上
乗
せ
す
る
。

○
平
成
２４
年
１０
月
１
日
か
ら
実
施
し
、
税
率
は
段
階
的
に
引
き
上
げ
る
こ
と
と
す

る
。

○
増
収
見
込
額

初
年
度
約
３
９
１
億
円

平
年
度
約
２
、６
２
３
億
円

「地球温暖化対策のための
税」について（２４年度改正）

○段階的実施

議会
９月定例会意見書・決議の議決状況（上）（２４．８．１～１０．３１）

決 議
【 １３】

４
９

【 ３】
―
―
―

３
【 １】

―

―

―

―

―
―
―
１

【 １３】
―

―

―

―

―
４
８

１
【 ０】

―
―

―
【 ３】

―

１

２

―

―
―

【 ３３】
【 ６７】

【 １０】
０
１０

【 ８４】
３８
３７
４

５
【 １５８】

６９

１２

１１

１１

９
８
７
３１

【 ２０２】
１０１

４９

８

７

６
２
１

２８
【 ３０】

１９
７

４
【 １７９】

１１４

２９

１５

１０

５
６

【 ６６３】
【１，１５４】

意見書
【税・財政】
○議場に国旗及び市旗の掲揚
○その他
【地方行政・議会・選挙】
○税制全体の抜本改革の確実な実施
○地方財政の充実・強化
○県有施設及び補助金の見直しにおける慎重
な対応
○その他
【医療・保健衛生】
○「脱法ドラッグ」とりわけ「脱法ハーブ」
に対する早急な規制強化等
○「こころの健康を守り推進する基本法（仮
称）」の制定
○任意ワクチンの定期接種法への位置づけ、
予防接種制度に係る費用負担の見直し
○国民健康保険制度における国庫負担の見直
し・増額
○愛知県の福祉医療制度の存続・拡充
○Ｂ型肝炎・Ｃ型肝炎患者の救済
○石川県におけるドクターヘリの早期配備
○その他
【教育・文化】
○少人数学級の実現、教職員定数の改善、平
成２５年度教育予算の確保、義務教育費国庫
負担制度の堅持・拡充
○私学助成を拡充し、学費の公私間格差を是
正
○防災対策の見直しをはじめとした総合的な
学校安全対策の充実
○就学・修学制度に関わる制度の拡充による
保護者負担の軽減
○「教育費無償化」の前進
○いじめのない社会を実現するための対策
○第３２回オリンピック競技大会及び第１６回パ
ラリンピック競技大会東京招致
○その他
【農林・水産】
○森林・林業・木材産業施策の積極的な展開
○ＴＰＰ（環太平洋戦略的経済連携協定）に
交渉参加反対・慎重な対応
○その他
【公害・環境保全】
○地球温暖化対策に関する「地方財源を確保
・充実する仕組み」の構築
○原子力発電所における再稼働反対・安全対
策、新たなエネルギー政策の早期確立
○放射線等による被害対策の早期実施、被災
者に対する支援の継続・充実
○建設業従事者のアスベスト被害者の早期救
済・解決
○災害廃棄物の広域処理に対する対策・推進
○その他

【合 計】
【総合計】

件 名

課
税
物
件

本
則
税
率

Ｈ
２４
年
１０

月
１
日
〜

Ｈ
２６
年
４

月
１
日
〜

Ｈ
２８
年
４

月
１
日
〜

※（ ）は石油石炭税の税率

原
油
・
石
油
製
品

﹇
１
キ
ロ
リ
ッ
ト

ル
当
た
り
﹈

（
２
、
０
４
０
円
）

＋
２
５
０
円

（
２
、
２
９
０
円
）

＋
２
５
０
円

（
２
、
５
４
０
円
）

＋
２
６
０
円

（
２
、
８
０
０
円
）

ガ
ス
状
炭
化
水
素

﹇
１
ト

ン

当

た

り
﹈

（
１
、
０
８
０
円
）

＋
２
６
０
円

（
１
、
３
４
０
円
）

＋
２
６
０
円

（
１
、
６
０
０
円
）

＋
２
６
０
円

（
１
、
８
６
０
円
）

石
炭

﹇
１
ト

ン

当

た

り
﹈

（
７
０
０
円
）

＋
２
２
０
円

（
９
２
０
円
）

＋
２
２
０
円

（
１
、
１
４
０
円
）

＋
２
３
０
円

（
１
、
３
７
０
円
）

出典：財務省ＨＰ
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